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ーンの 2 つのパターンに関して 2 自治体の事例を分析し、実践コミュニティ概念を用いた
阻害要因の改善へのモデルケースを明らかにしている。 



































 審査委員は、以下の 3名である。 
石山 恒貴（法政大学大学院政策創造研究科教授） 主査 
神山 久美（山梨大学大学院総合研究部教育学域准教授） 副査（外部委員） 
樋口 一清（法政大学大学院政策創造研究科教授） 副査 
なお、審査委員会は、論文内容に関する専門的見地から、前日本消費者教育学会会長、
西村 隆男 横浜国立大学名誉教授の意見を適切に聴取して審査を行った。 
 
２．評価 
 
2.1 本論文の成果 
 本論文の第一の成果は、地方消費者行政における消費者教育推進の阻害要因を教育行政
と消費者行政との縦割りであると特定し、その阻害要因を乗り越えるために、Lave 及び
Wenger の実践コミュニティ理論を援用し、多重成員性による非公式なネットワークが有
効であることを指摘したことである。 
実践コミュニティによる学習のメカニズムは、近年、企業経営、地域など広範な領域で
注目を集めている。実践コミュニティの考え方は、様々な組織やつながりの分析に適用で
きると考えられる。本論文においては、地方自治体が推進してきた消費者教育の領域に実
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践コミュニティという新たな視点を加え、オリジナリティのある分析を行った点が高く評
価できる。 
分析に当たっては、調査対象についての詳細なインタビュー等に基づくエヴィデンスの
積み重ねを通じて、実践コミュニティの構造とメカニズムを明らかにしている。すなわち、
本論文では、二つの事例の成功要因分析から、関係者が本質的なつながりをもち、消費者
教育を行っていくためには、消費者教育をドメインとする実践コミュニティの中で、「意味
の交渉」により物象化し、アイデンティティを高めていくことが重要であることを指摘し
ている。こうした分析を通じて、従来の個別の成功事例をより一般化、モデル化して捉え
ることが可能となったと言えよう。 
さらに、本論文では、理論的な成果を実践的な縦割り行政の解消のための改善策という
課題へと展開している。本論文では、実践コミュニティによる分析手法に基づいて、スウ
ェーデンの地方自治体の事例研究から、国の教育行政のリーダーシップ及び消費者市民社
会実現に向けた実践コミュニティを地方自治体の行政内部に設置することの有用性につい
て指摘している。また、教育行政・教育現場の成員性を消費者行政の中で活用するために、
行政職員の計画的な人事異動や、教員 OB を消費者行政内に配置すること等、多重成員性
を獲得できる人事の在り方について政策提言をおこなっている。これらの具体的な改善策
は、地方自治体の消費者行政の現場において、実際に参考とすることが可能な内容であり、
本論文の実践的な意義を示している。 
全体として、本論文は、実践コミュニティの援用による理論的な分析とそれをふまえた
実践的な改善策の提言の両面において、実証的な視点からの詳細な検討が行われており、
高く評価できる内容となっていると考える。 
消費者教育の目的は、批判的思考力に基づく社会の改善である。消費者教育には、1960
年代の啓発から 1990年代には主体形成論へという歴史的な流れがある。本論文は、こうし
た消費者教育の流れを踏まえつつ、政策論としての消費者教育の位置づけを適切に行って
おり、消費者教育論としての側面を考える上でも一定の役割を担っていると考えられる。 
 
 
2.2 残された課題 
本論文で提示された実践コミュニティによる分析のフレームワークは、斬新な視点であ
り、こうしたアプローチをさらに深めていくことが期待される。すなわち、実践コミュニ
ティを援用した分析を進めるに際しては、①時代の変化に応じて、また、地域によって、
縦割りの阻害要因の具体的内容も多様である。こうした点についても、さらに、きめ細か
な事例分析を積み重ねていく必要があると考えられる。②また、柿野氏自身も指摘するよ
うに、消費者団体、企業関係者、法曹関係者などの地域における様々なステークホルダー
との空間構造的な関係を分析することも有用であると言えよう。③さらに、諸外国の事例
分析として、スウェーデンを対象としたことは適切であったと評価できるが、実践コミュ
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ニティという普遍的な概念を用いた分析においては、他の国々の、地域における持続可能
な社会の形成に向けた多様な取組みをも対象とし、研究を展開していくことが期待される。 
消費者政策の観点からは、地方自治体の消費者教育における縦割り行政の問題に加えて、
縦割り行政の根幹にある国の行政組織や政策理念の問題についても、さらなる検討が必要
となると考えられる。柿野氏が指摘する消費者教育の政策評価の問題は、「業所管官庁の消
費者行政と消費者庁の行政の関係」という我が国の消費者政策自体の基本課題とも深く関
わっており、消費者教育の政策評価指標を策定する際にも、こうした視点での検討は不可
避であると言えよう。 
これらの課題に関して、柿野氏がさらに研究を進めることを期待したい。 
 
3 結論 
 以上のように柿野成美氏が提出した学位請求論文は、テーマ設定、分析手法と内容な
ど、いずれの点をとっても、オリジナリティと学術的な寄与が認められ、博士号の授与
に値するものと考えられる。 
本論文審査小委員会は、委員全員の一致した意見として、柿野成美氏に博士号（政策
学）が授与されるべきであるとの結論に達した。 
 
